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要約 原子力発電所では振動による配管の疲労損傷を未然に防止するために，配管の振動応力測

定が行われており，簡便に効率良く実施できる方法が求められている．著者らはこれまでに光学

式の非接触型変位計を用いた振動応力測定方法を提案してきた．提案された方法に基づいた振動

応力測定装置を開発し，実機狭隘部でも測定が可能なように装置の小型化と応力測定方法の改良

を行った．本論文では，改良後の精度確認を行うため，小型化装置を使って分岐配管を用いた振

動実験を行った．その結果，本測定方法は振動応力測定のスクリーニング法として十分な測定精

度があることが分かった．本測定方法は主配管振動の影響を受け易いと考えられたことから，精

度改善方法を考案し，その方法によって十分な測定精度が得られることを確認した．
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Abstract In nuclear power plants, vibrational stress of piping is measured to prevent its

fatigue failures. Easier handling and more efficient performance is desirable for the measurement

of vibrational stress. The authors have proposed a method to measure vibrational stress using

optical contactless displacement sensors, and have developed a device based on the method. In

addition, they downsized the device and improved the method to allow its use for measurements

even in narrow spaces in the plants. In this study, vibrational experiment using branch pipes and

the device was conducted to confirm the measurement accuracy of the improved method. It was

found that the improved method have sufficient accuracy for screening to evaluate the vibrational

stress. It was also found that this measurement method was thought to be susceptible to the

vibration of main pipe. So a technique was proposed to improve the accuracy of the measurement

in this paper.

Keywords Fatigue failure, Vibrational stress, Contactless displacement sensor, Vibrational experiment,

Small-bore piping

1. はじめに

原子力発電所ではドレン管やベント管など，口径が

3 インチ以下の小口径配管が多数存在する．ポンプや

圧縮機などの回転機器の運転に伴い機械振動や配管内

流体の圧力脈動が生じると，小口径配管が大きく揺ら

されて場合によっては疲労損傷に至ることがある．こ

れまでに数多くの振動トラブルによる疲労損傷事例が

報告されている(1)〜(7)．これらの振動トラブルは，プ

ラントの出力低下や計画外停止につながる場合もあ

る．そのため，実機プラントでは配管の疲労損傷の未

然防止策の一つとして，小口径配管に生じる振動応力

を測定し，健全性を評価する方法が取られている．こ

の振動応力を測定する従来方法としてひずみゲージ法

や加速度計を用いた方法がある．ひずみゲージ法は，

測定対象箇所にひずみゲージを直接貼付して振動応力
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を求める方法(8)である．加速度計を用いる方法は，

配管系に広範囲にわたり加速度計を取り付けて，測定

した加速度の値から同定した振動モードを利用して振

動応力を求める方法(9)(10)である．これらの方法は精

度の高い測定が可能であるが，検出器の設置に係る作

業時間や熟練した振動応力測定技術を必要とする．ま

た，配管が振動している状態では検出器を設置できな

いため，プラント運転中の即座の測定はできない．し

たがって，従来の方法に代わる，より効率的な振動応

力測定方法の開発が望まれている．

従来から新しい振動応力測定技術として光ファイバ

ーを用いる方法(11)やレーザー光の干渉を利用した方

法(12)，超音波測定を利用した方法(13)，CCD センサ

による画像を使用した方法(14)などが提案されている．

しかし，これらの方法は専門知識や専門技術を前提と

したものがほとんどであり，特別な技術を有しない者

でも扱える振動測定技術はほとんど提案されていな

い．このような測定技術では，測定精度とともに測定

の効率性や取り扱いの簡便性が必要である．

著者らは(15)〜(30)，これまでに小口径配管を対象に

して，効率的かつ簡便な振動応力測定方法を研究して

きた．これらの研究成果のひとつとして，現場での取

扱いが簡単で結果も迅速に得られ効率的な非接触型変

位計を用いた振動応力測定方法を提案した．これは，

光学式非接触型変位計を用いて得られた変位測定値か

ら，振動により生じる配管の曲げ変形状態（曲率半

径）を近似的に求めて振動応力を直接算出する方法で

ある．この方法の特徴として，振動応力算出式の単純

化と非接触測定方式の採用により測定前後の作業を不

要にして機動的かつ効率的な振動応力測定を可能にし

たことが挙げられる．これにより，例えばプラント運

転中に即座の振動応力評価が必要になった場合であっ

ても測定が行える．本研究では，提案する方法をもと

に開発した振動測定装置の精度検証実験の結果を報告

する．実験では，実機形状と同じ分岐管形状の試験体

を加振して，分岐管の曲がり部や付根部の継ぎ手形

状，主配管振動の測定精度への影響について調べた．

2. 振動応力測定装置の概要

2.1 測定原理

振動応力測定の原理は既報(19)･(20)･(23)で説明してき

たが，以下にその概略を示す．原子力発電所の配管系

は 3次元複雑形状をしているため振動モードも複雑で

ある．しかしながら，振動による疲労破損を起こす部

位は，主配管に接続されている小口径分岐配管がほと

んどであり，破損箇所は主配管と分岐配管の接続部，

つまり分岐配管の付根部である．そこで，一端を固定

端とした梁振動に近似して配管振動を評価できると考

えられた（図 1）．梁理論を適用すると配管振動応力

の非接触測定方法の原理は以下のように示される．

振動による曲げモーメントが配管に作用した場合に

生じる曲率および振動応力は，梁理論に基づき式(1)

および式(2)でそれぞれ表される．これらを整理する

と，振動応力は式(3)として得られる．

1

R
=

d y

dx=−
M

EI
(1)

σ=
M

Z
(2)

σ=−
E

R
⋅
I

Z
(3)

ここで，R は配管に生じる曲率半径，y は任意の x

点におけるたわみ，M は曲げモーメント，E はヤン

グ率，I は配管の断面二次モーメント，σは振動応

力，Zは配管の断面係数をそれぞれ表わす．

配管に発生する振動応力σは配管外径を D として

式(4)のように整理される．

σ=−
E

R
⋅
D

2
(4)

ヤング率と配管外径は配管仕様から求めることができ
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図 1 小口径配管の振動状態の模式図
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る．曲率半径の算出方法は次節で説明する．

2.2 曲率半径算出方法

曲率半径の算出方法は既報(26)で説明しているが，

以下に概略を示す．曲率半径は，非接触変位計により

配管振動変位を測定し算出することとした．振動によ

り曲げ状態となった小口径分岐管を一本の円弧とみな

し，その円の中心は主配管軸上にあると考える．図 2

において，振動変位測定位置を A，円弧状態の分岐

管における測定点 Aでの接線と主配管との交点をD，

主配管と分岐管が接続されている付根部をB，Aから

主配管上に垂直に下ろした点を C，円弧の中心を O

とする．各点を線で結ぶと図 2 のような図形が描け

る．∠ DAB=α，∠ BAC=α，∠ AOC=2α とおく．

△ ACOと△ ACB はともに直角三角形であることか

ら∠ CAO=（90°−2α），∠ CBA=（90°−α）である．

点 A と点 B はいずれも円弧上の点であり，円の中

心 O と点 A，点 B を結ぶそれぞれの直線 AO，BO

はいずれも円の半径（曲率半径 R）となり等しいこ

とから，△ ABO は二等辺三角形となる．したがっ

て，∠ ABOと∠ BAOは等しくなるから以下のよう

になる．

90°−α=α+90°−2α (9)

2α=α (10)

また，△ ACD と△ OAD は相似な三角形であるか

ら∠ DAC=∠ DOAであり，以下のようになる．

α+α=2α (11)

点 A における接線の傾きは 2α(＝α+α)である．こ

れを配管の曲がり角度と呼ぶこととする．点 A にお

ける配管の曲がり角度と付根部から測定点までの距離

AC を用いれば，幾何学的に曲率半径を求めることが

できる．長さACは実際の測定が可能である．配管の

曲がり角度の測定は，市販の光学式非接触型変位計を

用いて点 A における配管振動変位測定により求める

こととした．用いた非接触型変位計は 6mm の範囲内

で 16 箇所の振動変位測定が可能な装置である．16 箇

所の測定位置のうち，測定位置が主配管に近ければ振

動変位振幅は小さく，主配管から遠くなるほど振動変

位振幅は大きくなる．16 点の振動変位振幅測定値の

近似直線を求めると，その傾きは配管の曲がり角度

2α となる．したがって，配管の曲がり角度を用いて

曲率半径を求めることができる．

2.3 装置の構成

図 3 に開発した振動測定装置の概観写真を示す．装

置はバッテリ内蔵の可搬型で，測定部，本体，パーソ

ナルコンピュータからなる．パーソナルコンピュータ

には，測定部の位置決めのためのモニタリング用ソフ

ト，測定条件などを設定する制御用ソフト，応力計算

用のソフトを搭載している．これらのソフトを 1台の

端末に搭載することにより，一人での測定を可能とし

た．本体には測定部を制御するコントローラの他にバ

ッテリを搭載しており，4 時間程度の連続測定が可能

である．測定部を手で保持し配管を挟み込むことによ

って，非接触測定が可能である．測定部の重量は

700g であり，本体を含めた総重量は 5kg程度である．

パーソナルコンピュータを片手で保持してモニタ画面

を確認しながら，もう片方の手で測定部を保持して測

定することも可能である．手持ち揺らぎによる周波数

成分は，フィルタによりカットするため，手持ち揺ら

ぎの影響はない．非接触測定のため，測定前後の作業

が不要であり機動的かつ効率的な測定が可能である．
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図 2 狭隘部測定のための曲率半径算出方法
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3. 精度検証のための振動実験

3.1 実験方法

実験装置外観を図 4に示す．実験装置はポンプ，配

管，タンクからなる配管系である．流体には水を使用

した．装置全体の大きさは，概ね 4.0m × 4.5m ×

1.2m であり，配管全長は約 40m である．ポンプには

3連のプランジャポンプを使用し，回転数を調節する

ことにより配管内圧力脈動周波数を変化させた．配管

の固有振動数付近の周波数域に一致するように圧力脈

動周波数を微調節することにより，配管に様々な大き

さの振動応力を発生させた．図 4の緑色の丸で示す位

置に，取替え可能な分岐配管を挿入した．これを試験

部と呼ぶこととする．試験部は主管部と分岐管部から

成る．主管部の両端はフランジ構造となっており，本

ループ側とフランジ接続することができる．試験部の

形状を表 1 に示す 4 種類とした．形状は片持ち梁の直

管または L管とした．直管や L管は実機プラントに

て多数存在するベント管やドレン管などと同様の形状

である．主管部と分岐管部の接続は突合せ溶接継ぎ手

とソケット溶接継ぎ手とした．試験部の概観を図 5 か

ら図 8に示す．主管部軸方向を Y方向，分岐管部軸

方向を Z 方向とする．主管部の長さは 300mm であ

り，材質は SUS304，口径は 3/4B，Sch40である．分

岐管部の長さは 550mm であり，材質は SUS304，口

径は 3/8B，Sch20である．直管と L管のいずれも主

管接続部と反対側の端部は自由端である．L管は主管

部との接続部から 200mm の位置にエルボがあり，そ

の先は主管部方向に平行である．ソケットの口径は

3/8B，Sch80 であり分岐管と比べて肉厚が大きくな

っている．溶接部は浸透探傷検査を行い，表面欠陥の

ないことを確認した．分岐管部の端部付近には移動式

の重りを取り付けた．重りの位置と重量を調整するこ

とにより固有振動数が 20Hz付近と 30Hz付近になる

よう調整した．表 1 に示す固有振動数は，配管ループ

に水を満たした状態で分岐管部の Y方向の打撃試験

を行い，加速度測定を行った結果である．加速度の測

定方向は Y方向である．ポンプ回転数は，試験部に

大きな振動応力を発生させるため，表 2 に示す試験部

が共振状態となる回転数を選定した．ポンプ 3N成分

は 3台のプランジャによって吐出される圧力波の周波

数であり，6N成分はその 2倍の周波数である．表 2

の赤色の数字は，ポンプによる配管内圧力脈動周波数

が分岐管部 Y方向の固有振動数とほぼ一致すること

を示している．配管振動状態を調べるため，それぞれ

の試験部について図 9に示す 2箇所の加速度測定を行
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図 3 開発した振動測定装置の概観写真

図 4 実験装置概観写真

表 1 試験部の諸元

ソケット

突合せ

ソケット

突合せ

接続

直管1

固有振動数

（Hz）
形状

試験部

No.

33.75

20.25
直管2

33.5

19.75

L管4

34.5

20.25
L管3

34.5

20.75



った．重り位置を A，主配管に近い位置を B とし，

いずれも X，Y，Zの 3 方向を測定した．加速度セン

サは B&K 社の 4326A を用いて，サンプリング周波

数は 512Hz とした．実験では，さまざまな大きさの

振動応力を発生させるため，ポンプ回転数を表 2 に示

す値から数 rpmの範囲で変化させて試験を行った．

開発した振動測定装置の精度検証のため，ひずみゲ

ージによる測定も同時に行った．ひずみゲージ法は従

来法として精度の良い測定方法である．開発した装置

の測定応力とひずみゲージ法による測定応力を比較す

ることによって，開発した装置の精度検証を行った．

ひずみゲージによる振動応力の測定位置を図 10に示

す．突合せ溶接継手では，主管部と分岐管部の接続部

を基準位置とし，そこから分岐管部端部側に 4mm離

れた位置にて測定を行った．ソケット溶接継手では，

ソケットと分岐管の継ぎ目を基準位置とし，そこから
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図 7 試験部 3（L管突合せ溶接継手）概観
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図 5 試験部 1（直管突合せ溶接継手）概観
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図 6 試験部 2（直管ソケット溶接継手）概観
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20.5010.25205

4

19.60

16.60

10.00

19.80

16.50

10.10

19.25

16.50

9.75

3N成分

(Hz)

40.70

330

19.50

20.35407

195

1

6N成分

(Hz)

33.50

ポンプ回転数

（rpm）

試験部

No.

16.75335

33.00330

20.20202

2

38.50385

33.00

332

20.00200

3

39.60396

39.20392

33.20



分岐管端部側に 4mm離れた位置の測定を行った．図

11 に開発した装置による振動応力測定位置を示す．

ひずみゲージでの測定と同様に，測定位置を示すため

の基準位置を，突合せ溶接継手では主管部と分岐管部

の接続部とし，ソケット溶接継手ではソケットと分岐

管の継ぎ目とした．それぞれの試験部に対して，基準

位置からの距離を 45mm から 180mm の範囲で 2箇所

または 3箇所の測定を行った．ひずみゲージおよび開

発した装置による振動応力測定はいずれも Y方向と

した．

実機プラントでは分岐管だけではなく主配管も大き

く振動している場合がある．そのような場合において

も本測定方法にて測定が可能か調べるため，主管部が

振動し易い装置構成とした．図 12 は試験部周辺の配

管系の概要図である．分岐管部から 600mm 下流側に

はエルボがあり，配管内圧力脈動により振動が発生す

る．エルボ近傍では Z 方向の拘束がないため，Z 方

向に振動しやすい構造である．本実験では，ポンプに

よる配管内圧力脈動周波数をエルボの Z方向の固有

振動数に近づけることによって，エルボを共振させ

た．分岐管部から 500mm上流側の位置にて，Z方向

の振動が発生しないよう Uボルトにより配管を固定

した．図 13 は，実際の試験にて測定された Z方向の

振動変位振幅の例を示している．振動変位振幅は，加

速度測定の周波数分析を行い最も大きなピーク値から
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図 9 加速度測定位置
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4mm
4mm

X YX Y

Z

図 11 開発した装置による振動応力測定位置
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算出した．加速度測定位置①〜③は，図 12 の加速度

測定位置に対応する．測定位置②は分岐管部の直下で

あり，測定位置①と③はそれぞれ測定位置②から下流

側，上流側に 140mm 離れた位置である．図 13 に示

すように，エルボに近い下流側の変位振幅が大きく，

上流側の変位振幅が小さくなっていることが分かる．

3.2 実験結果

加速度測定の周波数分析結果を図 14から図 17 に示

す．グラフの縦軸は加速度，横軸は周波数を示す．図

14は試験部 1 でポンプ回転数が 195rpm の場合の結

果であり，図 15 は試験部 3 でポンプ回転数が

200rpm の場合の結果である．試験部 1 では，図 9に

示す位置 A（重り位置），位置 B（主配管側の測定位

置）ともに Y 方向の 19.5Hz の加速度が大きく励起

されており，それ以外の方向では励起されていなかっ
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図 13 振動変位振幅測定結果の例
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図 14 加速度測定の周波数分析結果（試験部 1（直管突
合せ），ポンプ回転数 195rpm）
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図 15 加速度測定の周波数分析結果（試験部 3（L管突
合せ），ポンプ回転数 200rpm）
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図 16 加速度測定の周波数分析結果（試験部 4（L管ソ
ケット），ポンプ回転数 205rpm）
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図 17 加速度測定の周波数分析結果（試験部 3（L管突
合せ），ポンプ回転数 392rpm）
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た．一方，試験部 3 では図 9の位置 A にて Y方向や

Z方向の 20.0Hz の加速度が大きく励起されており，

位置 B の Y方向の加速度も励起されている．また，

位置 B の X方向では，高次成分が励起されている．

このように，L管である試験部 3 は直管である試験部

1 よりも複雑な振動状態であることが分かる．図 16

は試験部 4でポンプ回転数が 205rpm の場合の結果で

ある．図 15 と図 16を比較すると，位置 A の Z方向

の加速度の大きさに違いがあるものの，各測定方向の

周波数の分布は同様である．したがって，突合せ溶接

継手とソケット溶接継手では振動状態にほとんど違い

がなかった．図 17 は，試験部 3 でポンプ回転数が

392rpm の場合の結果である．図 15 と図 17 は，試験

部は同じであるがポンプ回転数が 200rpm，392rpm

と異なっている．それぞれ，ポンプ 6N成分と 3N成

分が試験部 Y方向の基本モードの固有振動数と一致

し共振している．200rpm と 392rpm を比較すると，

200rpm は位置 A の Z方向の加速度が大きいのに対

し，392rpm は位置 A の Xと Zの両方向の加速度が

大きく励起された．また，392rpm では全ての方向に

て高次の振動モードが励起された．392rpm では，高

い周波数領域でも無視することができない大きな励振

力があったと考えられる．

振動応力測定の結果を図 18から図 21 に示す．グラ

フの縦軸は開発した装置の応力の rms値であり，グ

ラフの横軸はひずみゲージによる応力の rms値であ

る．開発した装置の振動応力とひずみゲージ法による

振動応力の差を応力測定誤差とよぶこととする．それ

ぞれ，試験部 1から試験部 4までの測定結果である．

試験部 2 と試験部 4の応力測定誤差は，概ね±5MPa

程度の測定誤差であった．一方，試験部 1 と試験部 3

の測定結果は，本研究による振動測定装置による測定

応力が過大評価の傾向を示した．試験部 1 と試験部 3

は突合せ溶接継手であり，試験部 2と試験部 4はソケ

ット溶接継手である．一見すると，継手の違いが測定

誤差に影響を与えた可能性が考えられる．ところが，

試験部 1と試験部 3の結果において，基準位置からの

測定距離に着目すると，測定距離が小さくなるほど測

定誤差が大きくなっていることが分かる．測定距離が
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図 18 試験部 1（直管突合せ溶接継手）の振動応力測定
結果
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図 19 試験部 2（直管ソケット溶接継手）の振動応力測
定結果
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図 20 試験部 3（L管突合せ溶接継手）の振動応力測定
結果
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120mm 以上の大きい場合には応力測定誤差は概ね

±5MPa程度である．また，試験部 2 と試験部 4の結

果はいずれも測定距離が相対的に大きい位置での測定

結果である．以上のことから，応力測定誤差に影響を

与えるパラメータは，継手の違いよりも，むしろ基準

位置から測定位置までの距離であると考えられる．図

22 に基準位置から測定位置までの距離に対する応力

測定誤差の絶対値を示す．試験部 1から試験部 4まで

の結果をまとめたものである．図 22 のグラフから，

基準位置から測定位置までの距離が小さくなるにつれ

て応力測定誤差が大きくなっていることが分かる．基

準位置から測定位置までの距離が 80mm を超えると

測定精度は安定しており，一部応力測定誤差が 5MPa

を超えているものがあるが概ね±5MPa程度である

ことが分かる．（財）発電設備技術検査協会が行った

発電設備溶接部信頼性実証試験（WSR）の結果(31)か

ら，口径ごとに残留応力の効果を加味した S-N線図

が提唱されている．この S-N線図から小口径配管の

振動応力の許容応力を求めると 30MPa程度となる．

30MPa程度の許容応力に対して ±5MPa の応力測定

誤差は，詳細評価前のスクリーニング（1次診断）と

しては十分な測定精度と考えられる．

基準位置から測定位置までの距離が小さい場合に応

力測定誤差が大きくなった原因については次節で述べ

ることとする．基準位置から測定位置までの距離が

80mm以上の場合の振動応力測定結果を分岐管形状の

違いにより図 23 と図 24にまとめた．図 23 は直管の

測定結果であり，図 24は L管の測定結果である．い

ずれも突合せ溶接継手とソケット溶接継手の結果を含

めている．直管と L管の測定結果を比較すると，一

部過大評価があるものの，どちらも概ね ±5MPa の

応力測定誤差であることが分かる．エルボを有する L

管とエルボを有しない直管では振動モードが異なると

考えられるが，今回の結果から分岐管形状の違いによ

る測定精度への影響は小さいことが分かる．ソケット

溶接継手は，ソケット部の口径が分岐管部と比べて大

きいことから，突合せ溶接継手と比較すると主管部に
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図 21 試験部 4（L管ソケット溶接継手）の振動応力測
定結果
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図 22 基準位置からの距離に対する測定応力誤差の関係
（試験部 1〜試験部 4）
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加わる曲げモーメントが大きくなると考えられた．主

管部への曲げモーメントが大きいと主管部のたわみが

発生し，本応力算出方法の場合には応力測定誤差が発

生する．しかし，突合せ溶接継手とソケット溶接継手

の結果を比較すると，測定精度はいずれも同程度であ

った．したがって，今回の測定結果からは主管部たわ

みによる応力測定誤差への影響は小さいことが確認で

きた．また，ソケット溶接継手における基準位置をソ

ケットと分岐管の継ぎ目としたことで，良い測定結果

が得られた．これは，ソケットが十分な剛性を有して

おり，ソケットと分岐管の継ぎ目を分岐管の付根部と

みなして良いことを示している．

4. 測定精度改善のための考察と改善法の

提案

前節で示したとおり，基準位置から測定位置までの

距離が 80mm を超える場合には，測定精度は安定し

ていた．本装置での測定の場合，80mmを超えた位置

にて測定することが望ましい．しかし，実機プラント

では狭隘箇所も多く，付根部から測定位置までの距離

を十分確保することができない場合もあると考えられ

る．そこで，基準位置から測定位置までの距離が小さ

い場合の応力測定誤差の発生原因を調べ，そのような

場合の測定精度の改善方法を検討した．

まず，ノイズや装置の時間分解能が測定精度に及ぼ

す影響について調べた．図 25 は，正弦波形にノイズ

を付加した波形により計算した応力と正弦波形から計

算した真値とを比較したものである．測定位置を基準

位置から 45mm とした計算結果である．ノイズは誤

差の分布が正規分布状となるランダム波形とした．測

定の際に付加されるノイズには，測定対象配管の表面

粗さや装置の変位分解能がある．配管の表面粗さはお

およそ 10μm程度と考えられ，変位計の変位分解能は

0.5μm である．計算にて考慮したノイズ振幅の最大

値は 12.3μm であるが，十分な大きさと考えられる．

図 25 に示すとおり，ノイズ振幅を 12.3μm とした場

合でも応力測定誤差は ±0.5MPa 程度であり，ノイ

ズが測定精度に及ぼす影響は小さかった．これは，デ

ータ処理にて波形の平均化処理を行っており，正規分

布状のノイズが除去されたためと考えられる．

図 26は，正弦波を 120.5Hz，200Hz，1000Hz のサ

ンプル周波数にて抽出して計算した応力と，正弦波の

振幅から計算した真値とを比較したものである．測定

位置は基準位置から 45mm とした．本装置による変

位測定のサンプリング周波数は 120.5Hz であるが，

図 26に示すとおり応力測定誤差は ±0.5MPa程度で

あり，時間分解能が測定精度へ及ぼす影響はみられな

かった．2.2節で示したとおり，本計算方法では異な

る 16 点の位置の振動波形の振幅を求め，それらの近

似直線から曲がり角度を算出する．時間分解能が低い

と振動波形の変位振幅は小さく算出されるが，対象デ

ータが多ければ，16 点の振動変位はいずれも同じ割

合で小さく算出される．したがって，データ点数が多
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図 24 基準位置から測定位置までの距離が 80mm より
大きい位置での L 管の測定結果（試験部 3 およ
び試験部 4）
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ければ時間分解能が低い場合も精度良く曲がり角度を

算出することができると考えられる．

以上よりノイズや装置の時間分解能が測定精度に及

ぼす影響は小さいことが分かった．

次に主配管の振動が測定精度に及ぼす影響について

調べた．図 27 に，応力測定誤差の大きかった試験部

3 における主管部の振動振幅と応力測定誤差の関係を

示す．主管部の振動振幅は，加速度測定の周波数分析

を行い，最も大きいピーク値を用いて算出した．図

27 より，主管部の振動振幅が大きくなると応力測定

誤差も大きくなっており，両者には相関関係があるこ

とが分かる．また，主管部の振動振幅が同程度であっ

ても，基準位置から測定位置までの距離の小さい方が

応力測定誤差の大きい傾向となっている．このことか

ら，主管部の振動が分岐管部の測定応力誤差に影響し

ている可能性が考えられる．

そこで主管部の振動による影響がある場合の測定精

度改善方法を検討した．図 28は主配管の振動が曲が

り角度に及ぼす影響を示したものである．図 2 で示し

たとおり，曲率半径の算出は変位測定により分岐配管

の曲がり角度 2α を求め，幾何学的に算出される．こ

の測定方法では，主配管と分岐配管の付根部の位置は

固定点である必要がある．しかし，実際の配管では主

配管が振動した状態で分岐配管を揺らすことも多く，

主配管と分岐配管の付根部の位置は固定されていると

は限らない．主配管に振動が生じると，サポートの拘

束条件によっては，図 28の緑色の点線に示すように，

主配管が傾きを持って振動すると考えられる．このと

き，変位測定による曲がり角度は，本来の分岐配管の

曲がり角度 2α に加えて主配管の傾き角度 θ をあわせ

た測定値になる．曲がり角度が θ 分だけ過大評価され

ると，曲率半径 Rは過小評価されてしまい，式(4)よ

り測定応力は過大評価となる．

式(4)の応力算出式に曲がり角度の誤差を導入した

曲率半径 Rを代入し，計算した値と真値との差を誤
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図 26 時間分解能による測定誤差への影響
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図 27 主管部の振動振幅と振動応力誤差の関係
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差



差応力とする．また，曲がり角度の誤差を誤差角度と

呼ぶ．図 29は，誤差角度と誤差応力の関係を示した

理論値である．このグラフから誤差角度と誤差応力は

比例関係であることが分かる．また，基準位置から測

定位置までの距離の小さい方が，直線の傾きは大きい

ことが分かる．この理論値を用いて，主配管の振動の

影響を除去した振動応力を算出することとした．今，

主配管が傾き角度 θ で振動しているとする．ここでは

主配管の振動以外の誤差要因の影響が小さいとする．

図 30に示すように，異なる 2地点における開発した

装置の測定応力は，真の応力と主配管の傾き角度 θ に

起因する誤差応力を足したものである．異なる 2地点

にて測定される真の応力はほぼ等しいとする．する

と，両地点での測定応力値の差は，それぞれの測定位

置における主配管振動に起因する誤差応力の差に相当

する．主配管振動による傾き角度 θ は，測定位置が異

なっても同じ大きさである．したがって，測定位置の

違いによる主配管の振動に起因する誤差応力の差は，

図 29の同じ横軸の値に対する各々の測定位置を表す

直線が示す誤差応力の差である．つまり，2地点の測

定応力の差が求まれば，これと図 29の 2直線の差か

ら両者が一致するときの誤差角度が求められ，これが

主配管の傾き角度 θ である．これにより，主配管の傾

き角度 θ に起因する各々の測定位置での誤差応力が求

められ，開発した装置の測定応力から差し引けば真の

応力を求めることができる．本方法を用いて，図 20

に示す試験部 3の測定結果から主配管振動の影響を除

いた振動応力を再評価した．その結果を図 31 に示す．

図 20の結果は，付根部から測定位置までの距離が小

さい場合の結果である．赤色のマーカは 45mm 位置

と 125mm 位置の測定応力値から再評価を行い，青色

のマーカは 65mm 位置と 125mm 位置の測定応力値か

ら再評価を行ったものである．再評価した応力は，い

ずれも概ね ±5MPa の応力測定誤差であり，精度改

善ができたことを示している．

5. 結論

これまでに開発した(15)〜(30)光学式非接触型変位計

を用いた振動応力測定装置の精度検証を行うため，実

機形状配管を用いた振動実験を行った．その結果，以
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図 29 主配管の振動によって生じる誤差角度と誤差応力
の関係（理論値）
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図 30 異なる測定位置での測定応力と主配管振動による

誤差応力の関係
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図 31 主配管の振動の影響を除去した振動応力
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下のことを明らかとした．

・分岐管形状の違い（直管・L管）や主配管と分岐

管の接続方法の違い（突合せ・ソケット）によら

ず測定が可能である．

・基準位置から測定位置までの距離が短い場合は，

主配管振動の影響を主要因として測定精度が低下

した．複数位置の振動応力測定を行うことで，主

配管振動の影響を除去して精度改善を行う方法を

提案した．

・複数位置の計測と組み合わせた本振動測定装置に

よる測定誤差は，ひずみゲージ法と比較して

±5MPa程度であり，振動応力測定のスクリーニ

ング法としては十分な精度である．

6. 今後の展開

装置の精度検証は完了したことから，実機プラント

において測定実績を蓄積することとする．
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